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「
イ
タ
プ

ア
・
カ
ア
サ
パ
県
に
お
け
る
テ
リ
ト
リ
ア
ル

･
ア
プ
ロ
ー
チ
実

施
体

制
強
化
の
た
め
の
農

村
開

発
モ
デ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
詳

細
計
画
策
定
調

査
調

査
日
程
表

N
o

日
付

調
査
団
員

第
三
国
専
門
家

①
団
長
（
梅

崎
路

子
）

②
協
力
企
画
（
山
中
祥
史
）

③
評

価
分
析
（
梶

房
大
樹
）

④
ジ
ェ
ン
ダ
ー
（
宇

佐
美
茉

莉
）

⑤
地

域
開
発

/経
済（

狐
崎

知
己
）

TA
（

C
R
）

生
活
改
善
（

C
R
）

1
11

月
6
日

土
15
：

05
 成

田
発
（

D
L1

72
）
→

13
：

50
 N

Y
着

19
：

55
 N

Y
発
（

D
L1

21
）

1
11

月
7
日

日

→
09
：

10
サ
ン
パ
ウ
ロ
着

15
：

30
 サ

ン
パ
ウ
ロ
発
（

PZ
70

7）

→
17
：

10
 ア

ス
ン
シ
オ
ン
着

2
11

月
8
日

月

A
M
：

JI
C

A
パ
ラ
グ
ア
イ
事
務
所
打
合

せ

PM
：
農

牧
省
農
業
普
及

局
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
局

面
談

3
11

月
9
日

火

15
：

05
 成

田
発
（

D
L1

72
）

→
13
：

50
 N

Y
着

19
：

55
 N

Y
発
（

D
L1

21
）

A
M
：
農

牧
省

SI
G

ES
T、

IP
TA
（

農
業

試
験

庁
）

面
談

PM
：
農
業

統
計
局
、
農
業
次
省
面
談

サ
ン
ホ
セ
発

サ
ン
ホ
セ
発

4
11

月
10

日
水

→
09
：

10
サ
ン
パ
ウ
ロ
着

15
：

30
 サ

ン
パ
ウ
ロ
発
（

PZ
70

7）

→
17
：

10
 ア

ス
ン
シ
オ
ン
着

A
M
：

II
C

A
、

G
TZ

面
談

PM
：

ED
R

IP
P
総
括
・
大

蔵
省
経
済

調
査

局
長

面
談

パ
ラ
グ
ア
イ
事
務
所（

現
地

W
S
経

緯
・
結
果
説
明
）

ア
ス
ン
シ
オ
ン

着
ア
ス
ン
シ
オ
ン
着

5
11

月
11

日
木

移
動
→
カ
ア
サ
パ

PM
：
カ
ア
サ
パ
県
庁
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
現

場
視
察（

カ
ア
サ
パ
県
庁
、
農
業
開
発
セ
ン
タ
ー
）

同
左

6
11

月
12

日
金

22
：

00
 ロ

ー
マ
発
（

A
Z8

10
）

A
M
：
ア
バ
イ
市
役

所
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

PM
：
現

場
視
察
（

農
業
開
発
セ
ン
タ
ー
、
ス
ペ

イ
ン
開
発
庁
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
）

同
左

7
11

月
13

日
土

→
08
：

00
ブ
エ
ノ
ス
ア
イ
レ
ス

着 11
：

55
 ブ

エ
ノ
ス
ア
イ
レ
ス
発

→
13
：

50
 ア

ス
ン
シ
オ
ン
着

移
動
→
ア
ス
ン
シ
オ
ン

15
：

05
 成

田
発
（

D
L1

72
）

→
13
：

50
 N

Y
着

19
：

55
 N

Y
発
（

D
L1

21
）

11
：

00
 成

田
発
（

N
H

01
0）

→
09
：

30
 N

Y
着

17
：

40
 Ｎ

Ｙ
発
（

JJ
80

81
）

同
左

8
11

月
14

日
日

団
内
打
合

せ
団
内
打
合

せ

→
09
：

10
サ
ン
パ
ウ
ロ
着

15：
30

 サ
ン
パ
ウ
ロ
発
（

PZ
70

7）

→
17
：

10
 ア

ス
ン
シ
オ
ン
着

→
06
：

40
 サ

ン
パ
ウ
ロ
着

09
：

10
 サ

ン
パ
ウ
ロ
発
（

PZ
71

3）

→
10
：

10
 ア

ス
ン
シ
オ
ン
着

資
料

整
理

9
11

月
15

日
月

08
：

30
 J

IC
A
パ
ラ
グ
ア
イ
事
務
所
打
合

せ

10
：

00
 団

内
協
議
（

第
三
国
専
門
家
及
び

事
務
所
か
ら
の
プ
レ
ゼ
ン
・
質
疑

応
答
）

/農
業
融
資
公
庫
面
談
（
梶

房
）

16
：

00
 在

パ
ラ
グ
ア
イ
日
本
大
使

館
表
敬

A
M
：

JI
C

A
パ
ラ
グ
ア
イ
事
務
所
打

合
せ

PM
：
農

牧
省
表
敬
、
打
合

せ

10
11

月
16

日
火

移
動
→
ホ
エ
ナ
ウ

A
M
：
コ
ロ
ニ
ア
ス

･
ウ
ニ
ー
ダ
ス
農
協
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

PM
：

 現
場

視
察
（
小
規

模
農
家
、
農
業
開
発
セ
ン
タ
ー
）

同
左
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11
11

月
17

日
水

A
M
：
ジ
ャ
ト
ゥ
タ
ウ
市
役

所
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

PM
：
現

場
視
察
（
小
規

模
農
家
、
農
業
開
発
セ
ン
タ
ー
、
コ
ロ
ニ
ア
ス
・
ウ
ニ
ー
ダ
ス
農
協
）

同
左

12
11

月
18

日
木

移
動
→
ア
ス
ン
シ
オ
ン

PM
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
容
に
関
す
る
協
議
（

農
牧
省
普
及

局
技

術
者
レ
ベ
ル
）

同
左

13
11

月
19

日
金

A
M
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
容
に
関
す
る
協
議
（

農
牧
省
技

術
者
レ
ベ
ル
）

/普
及

局
ジ
ェ
ン
ダ
ー
課
と
の
打
合

せ

PM
：
大

蔵
省
副
大
臣
面
談

A
M
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
容
に
関
す
る

協
議

PM
：

JI
C

A
パ
ラ
グ
ア
イ
事
務
所

報

告

14
11

月
20

日
土

団
内
打
合

せ
団
内
協
議

ア
ス
ン
シ
オ
ン
発

15
11

月
21

日
日

団
内
打
合
せ

10
：

50
 ア

ス
ン
シ
オ
ン
発

（
PZ

70
6）

→
14
：

30
 サ

ン
パ
ウ
ロ
着

22
：

30
 サ

ン
パ
ウ
ロ
発
（

JJ
80

80
）

団
内
協
議

サ
ン
ホ
セ
着

16
11

月
22

日
月

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
容
に
関
す
る
協
議
（
農
牧
省
局
長
レ
ベ
ル
）

第
三
国
専
門
家
（

TA
）
の
帰
国
報
告

→
05
：

30
 N

Y
着

11
：

15
 N

Y
発
（

N
H

00
9）

同
左

17
11

月
23

日
火

A
M
：

M
/M

協
議

PM
：

M
/M

署
名

ED
R

IP
P
へ
の
報
告

→
15
：

25
 成

田
着

ア
ス
ン
シ
オ
ン

発

18
11

月
24

日
水

A
M
：
在
パ
ラ
グ
ア
イ
日
本
大
使
館
報
告

PM
：

 JI
C

A
パ
ラ
グ
ア
イ
事
務
所
報
告

18
：

00
 ア

ス
ン
シ
オ
ン
発
（

PZ
71

2）

→
21
：

05
 サ

ン
パ
ウ
ロ
着

22
：

35
 サ

ン
パ
ウ
ロ
発
（

D
L1

20
）

19
11

月
25

日
木

→
05
：

50
 Ｎ

Ｙ
着

12
：

45
 N

Y
発
（

D
L1

73
）

20
11

月
26

日
金

→
17
：

00
 成

田
着

－ 44 －



 

PD
M

 
 (

Ve
r.0

, 2
01

0
年

11
月

23
日

作
成

) 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名

:イ
タ
プ
ア
県
・
カ
ア
サ
パ
県

に
お
け
る
テ
リ
ト
リ
ア
ル
・
ア
プ
ロ
ー
チ
実
施
体
制
強
化
の
た
め
の
農
村
開
発
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

 
対
象
地
域

:イ
タ
プ
ア
県
及
び
カ
ア
サ
パ
県
か
ら

区
分
さ
れ
た

4
テ

リ
ト
リ
ー

*1
)（

イ
タ
プ
ア
県
：
コ
ロ
ニ
ア
ス
・
ウ
ニ
ダ
ス
、

ジ
ャ

ト
ゥ

タ
ウ

、
カ

ア
サ

パ
県

：
ア

バ
イ

、
カ

ア
サ

パ
）

 
*1

) 
テ

リ
ト
リ
ー

の
定
義
：
人
間
・
社
会
・
経
済
・
環
境
・
政
治
の
観
点
か
ら
、
開
発
の
た
め
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
を
持
つ
地
域
区
分
。
パ
ラ
グ

ア
イ

で
は

政
策

上
の

定
義

が
な

い
た

め
、
現

時
点

で
は

便
宜

上
、
同

一
県

内
の

市
を

基
礎

単
位
と
し
て
ま
と
め
た
も
の
を
指
す
。

 
裨
益
者

: 
中
央
・
県
・
市
レ
ベ
ル
に
お
け
る
官
民
セ
ク
タ
ー
の
開
発
関
係
者
、
対
象
テ
リ
ト
リ
ー
の
住
民
（
最
大
約

25
万

人
）

 
協
力
期
間

: 2
01

1
年

5
月
～

20
16

年
4
月

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
要

約
 

指
標

 
指

標
の

入
手

手
段

 
外

部
条
件

 
上

位
目

標
 

テ
リ

ト
リ

ー
を

基
本
と
し

た
運

営
管
理
シ

ス
テ

ム
が
、

中
長
期

的
な
国
家

戦
略

と
し

て
定

着
す
る
。

 

 1.
 

関
連
法
制
度
の
変
更

 
2.
 

予
算
制
度
の
変
更

 

 1.
 関

連
政

策
文

書
 

2.
 関

連
政

策
文

書
 

 （
先

の
見

通
し
が

つ
い
た
と

こ
ろ
で
設
定
す
る
）
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標
 

対
象

4
テ
リ
ト

リ
ー
に
お
け
る
実
践
を
通
じ
て
、
参
加
型
の
テ
リ
ト
リ
ー
運
営
管
理

シ
ス

テ
ム

に
よ

る
農
村
開

発
事

業
の
手
法

と
関

係
制
度

の
調
整

・
連
携
メ

カ
ニ

ズ
ム

が
形

成
さ

れ
る
。
 

 1.
 

テ
リ
ト
リ
ー
レ
ベ
ル
で
の
開
発
目
標
の
達
成
状
況

 
2.

 
テ
リ
ト
リ
ー
の
運
営
管
理
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
提
案

内
容

へ
の
、
関
係
組
織
か
ら
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
評
価

 
 

 1.
 各

テ
リ

ト
リ

ー
の

事
業

実
施

報
告

書
 

2.
 関

係
組

織
へ

の
聞

き
取

り
 

 1.
 

テ
リ

ト
リ

ー
運

営
管

理
シ

ス
テ

ム
の

実
施

が
、

透
明

性
を

も
っ

て
継

続
し

て
い

る
。

 
2.

 
深

刻
な

政
治

的
混

乱

が
発

生
し

な
い

。
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

 
1.

 
官

民
の
中
央
・
県
・
市
・
テ
リ
ト
リ
ー
レ
ベ
ル
の
各
段
階
で
テ
リ
ト
リ
ア
ル
運

営
管
理
に
必
要
な
人
的
資
源
が
強
化
さ
れ
る
。

 

 1.
1 

研
修
を
修
了
し
た
人
（
男
女
）
の
数

 
1.

2 
テ
リ
ト
リ
ー
運
営
管
理
に
つ
い
て
の
理
解
度

 

 1.
1 

研
修

報
告

書
 

1.
2 

研
修

実
施

後
の

試
験

 

 1.
 近

隣
の

市
と

の
間

で

深
刻

な
政

治
的

対
立

が
発

生
し

な
い

。
 

2.
 テ

リ
ト

リ
ー

開
発

を

推
進

す
る

農
牧

省
の

方
針

に
変

更
が

生
じ

な
い

。
 

 2.
 

参
加

型
か
つ
包
摂
的
な
方
法
で
テ
リ
ト
リ
ー
に
お

け
る
開
発
を
審
議
す
る
場
が

強
化

さ
れ
る
。

 
 

 ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

2～
4
の
指
標
に
つ

い
て
は
、
①
行
政
プ

ロ
セ

ス
、

②
設
備
、
③
人
的
資
源
、
④
政
治
過
程
、
⑤
関
心
集
団
に

つ
い

て
、

制
度
的
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
詳
細
を
設
定
す
る
こ
と
と

す
る

。
 

 ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

2
に
つ
い
て
は
、

例
え
ば
：

 
2.

1 
テ
リ
ト
リ
ー
開
発
を
審
議
す
る
メ
ン
バ
ー
構
成
の

代
表

性

（
ジ
ェ
ン
ダ
ー
、
世
代
、
居
住
地
域
な
ど
を
考
慮

）
 

2.
2 

審
議
を
行
う
た
め
の
規
範
の
形
成
と
遵
守
の
状
況

 
2.

3 
審
議
の
実
施
回
数
と
出
席
状
況
（
男
女
別
）

 
2.

4 
審
議
に
対
す
る
参
加
者
の
満
足
度
（
各
構
成
員
の
意

見
と

審

議
結
果
の
一
致
、
各
構
成
員
の
審
議
結
果
へ
の
理

解
）

 
2.

5 
テ
リ
ト
リ
ー
開
発
の
審
議
に
対
す
る
住
民
の
信
頼

度
 

      2.
1 

審
議

の
構

成
員

リ
ス

ト
と

参
加

者
リ

ス
ト

 
2.

2 
明

文
化

さ
れ

た
規

範
と

議
事

録
 

2.
3 

審
議

の
出

席
者

リ
ス

ト
 

2.
4 

参
加

者
へ

の
聞

き
取

り
 

2.
5 

住
民

へ
の

標
本

調
査

 

－ 45 －
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  3.
 

中
央

・
県
・
市
・
テ
リ
ト
リ
ー
レ
ベ
ル
で
、
テ
リ

ト
リ
ー
運
営
管
理
に
か
か
わ

る
制

度
の
能
力
が
強
化
さ
れ
る
。

 
 

 ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

3
に
つ
い
て
は
、

例
え
ば
：

 
3.

1 
組
織
内
の
制
度
的
課
題
を
分
析
し
た
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ

プ
の

実
施
状
況

 
3.

2 
テ
リ
ト
リ
ー
運
営
管
理
の
た
め
に
、
関
係
組
織
内

で
試

行
さ

れ
た
ル
ー
ル
の
検
討
状
況

 
3.

3 
各
組
織
内
の
課
題
へ
の
改
善
策
の
結
果
に
対
す
る
認

知
度

 

  3.
1 

各
組

織
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
結

果
の

報
告

書
 

3.
2 

関
係

組
織

内
で

の
ル

ー
ル

検
討

に
関

す
る

記
録

 
3.

3 
改

善
策

の
結

果
に

対
す

る
評

価

記
録

 
 4.

 
関

係
制
度
間
の
調
整
と
連
携
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
、

中
央
・
県
・
市
・
テ
リ
ト
リ

ー
レ

ベ
ル
で
改
善
さ
れ
る
。

 
 

 ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

4
に
つ
い
て
は
、

例
え
ば
：

 
4.

1 
中
央
・
県
・
市
レ
ベ
ル
に
お
け
る
関
係
組
織
間
の

調
整

会
議

の
実
施
状
況

 
4.

2 
関
係
組
織
か
ら
テ
リ
ト
リ
ー
開
発
を
審
議
す
る
メ
ン

バ
ー

へ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

 
4.

3 
複
数
の
関
係
組
織
が
関
与
し
て
実
施
さ
れ
た
テ
リ
ト

リ
ー

に
お
け
る
事
業
の
数

 

  4.
1 

調
整

会
議

記
録

 
4.

2 
審

議
の

記
録

 
4.

3 
各

テ
リ

ト
リ

ー
の

事
業

実
施

報

告
書

 
 

 5.
 

テ
リ

ト
リ
ー
開
発
戦
略
及
び
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
策
定

さ
れ
、
実
施
さ
れ
る
。

 
 

 5.
1 

テ
リ
ト
リ
ー
の
開
発
戦
略
及
び
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
有
無

 
5.

2 
戦
略
的
計
画
に
基
い
た
事
業
の
進
捗
状
況

 
5.

3 
テ
リ
ト
リ
ー
住
民
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
満
足

度
 

 5.
1 

各
テ

リ
ト

リ
ー

の
戦

略
及

び
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
文

書
 

5.
2 

各
テ

リ
ト

リ
ー

の
事

業
実

施
報

告
書

 
5.

3 
テ

リ
ト

リ
ー

住
民

へ
の

聞
き

取

り
 

 6.
 

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
に
よ
り
生
じ
た
変
化
が
検
証
さ
れ

る
。

 
 

 6.
1 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
シ
ス
テ
ム
の
有
無

 
6.

2 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
の
定
期
的
な
報
告
状
況

 
6.

3 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
結
果
に
つ
い
て
の
関
係
者
の

認
知

度

 6.
1 

シ
ス

テ
ム

の
設

計
に

関
す

る
文

書
 

6.
2 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
報

告
書

 
6.

3 
関

係
者

へ
の

聞
き

取
り

 
活

動
 

1.
1 

中
央

・
県
・
市
・
テ
リ
ト
リ
ー
レ
ベ
ル
の
各
段
階
に
お
け
る
研
修
ニ
ー
ズ
を
診

断
す

る
。

 
1.

2 
研

修
の
テ
ー
マ
と
内
容
と
方
法
を
決
め
る
。

 
1.

3 
研

修
計
画
を
立
て
る
。

 
1.

4 
各

対
象
者
に
対
し
、
研
修
を
実
施
す
る
。

 
1.

5 
研

修
受
講
者
（
男
女
）
の
知
識
を
試
験
す
る
。

 
 2.

1 
市

レ
ベ
ル
の
ク
ラ
ス
タ
ー
分
析
を
確
認
、
レ
ビ
ュ
ー
す
る
。

 
2.

2 
対

象
テ
リ
ト
リ
ー
の
範
囲
と
特
徴
を
、
操
作
可
能

(o
pe

ra
tio

na
l)な

形
で
定
義

す
る

。
 

2.
3 

住
民

を
含
む
関
係
者
と
テ
リ
ト
リ
ー
の
定
義
に
つ

い
て
合
意
す
る
。

 

投
入

 
1.

 日
本

側
 

1.
1 

専
門
家
派
遣

 
1)

 日
本
人
（
長
期
）
：
チ
ー
フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

/開
発

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

、
業

務
調

整
/参

加
型

開
発

 
2)

 日
本
人
（
短
期
）
：
ジ
ェ
ン
ダ
ー
、
生
活
改

良
普

及
、

農
民

組
織

強
化

、
地

場
産

業
振

興
な

ど
 

3)
 必

要
に
応
じ
、
第
三
国
専
門
家
：
テ
リ
ト
リ

ア
ル
・
ア

プ
ロ

ー
チ

、
農

業
融

資
、
農

牧
生

産
チ

ェ

ー
ン
に
確
立
に
関
す
る
研
究
、
技
術
開
発
、

技
術

普
及

な
ど

 
1.

2 
 本

邦
/第

三
国
研
修

 
1.

3 
 現

地
活
動
経
費
（
国
内
外
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
傭
上

、
研

修
開

催
・

資
料

作
成

費
、

テ
リ

ト
リ

ー
の

事

業
へ
の
一
部
支
援
な
ど
）

 
1.

4 
機
材
供
与

 
 

1.
 

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

や
テ

リ
ト

リ
ー

で
の

関
係

機
関

職
員

が
頻

繁
に

異
動

し
な

い
。

 
2.

 
住

民
組

織
の

代
表

の

多
く

が
移

住
し

な

い
。

 
3.

 
自

然
災

害
や

極
端

な

異
常

気
象

が
タ

ー
ゲ

ッ
ト

地
域

で
発

生
し

な
い

。
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 2.
4 

対
象

テ
リ
ト
リ
ー
で
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査
を
実
施

し
、
そ
の
分
析
結
果
（
男
女

別
）

を
関
係
者
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
す
る
。

 
2.

5 
対

象
テ
リ
ト
リ
ー
内
の
ア
ク
タ
ー

*2
) 
の
基
本
デ

ー
タ
を
ま
と
め
る
。

 
2.

6 
テ

リ
ト
リ
ー
開
発
を
審
議
す
る
メ
ン
バ
ー
の
構
成

を
決
め
る
。

 
2.

7 
審

議
を
行
う
た
め
の
グ
ル
ー
プ
の
規
範
を
、
そ
の

働
き
に
合
わ
せ
て
つ
く
る
。

2.
8 

審
議

の
機
能
状
況
を
評
価
す
る
。

 
 3.

1 
各

関
係
組
織

(in
st

itu
tio

ns
)内

の
テ

リ
ト
リ
ー
運

営
管
理
に
関
す
る
現
状
と
課

題
を
分
析
し
、
整
理
す
る
。

 
3.

2 
各

関
係
組
織
で
抽
出
さ
れ
た
課
題
へ
の
対
策
を
決
め
る
。

 
3.

3 
対

策
を
試
行
す
る
。

 
3.

4 
試

行
結
果
を
評
価
し
、
取
る
べ
き
対
策
に
改
善
を
加
え
る
。

 
3.

5 
組

織
の
機
能
状
況
を
評
価
す
る
。

 
 4.

1 
テ

リ
ト
リ
ー
運
営
管
理
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
、
各
関
係
組
織
の
責
任
と
役
割
分

担
を
明
確
に
す
る
。

 
4.

2 
各

関
係
組
織
の
調
整
と
連
携
に
関
す
る
規
範
を
決
め
る
。

 
4.

3 
テ

リ
ト
リ
ー
で
審
議
さ
れ
た
開
発
戦
略
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
案
へ
の
対
処
を
、
規
範

に
基
い
て
関
連
組
織
の
間
で
調
整
す
る
。

 
4.

4 
制

度
の
機
能
状
況
を
評
価
す
る
。

 
 5.

1 
テ

リ
ト
リ
ー
の
開
発
戦
略
を
、
参
加
型
手
法
に
よ
っ
て
決
め
る
。

 
5.

2 
ベ

ー
ス
ラ
イ
ン
調
査
の
結
果
に
基
い
て
、
テ
リ
ト

リ
ー
の
活
動
方
針
を
決
め
る
。

5.
3 

テ
リ
ト
リ
ー
の
中
で
利
用
で
き
る
リ
ソ
ー
ス
を
ア
ク
タ
ー
の
間
で
協
議
す
る
。

5.
4 

テ
リ
ト
リ
ー
に
お
け
る
開
発
計
画
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
案
を
策
定
す
る
。

 
5.

5 
関

係
組
織
の
間
の
調
整
と
連
携
を
通
じ
て
、
テ
リ
ト
リ
ー
の
外
の
リ
ソ
ー
ス
を

調
達
す
る
。

 
5.

6 
テ

リ
ト
リ
ー
に
お
け
る
事
業
の
実
施
を
支
援
す
る
。

 
5.

7 
各

事
業
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
参
加
型
で
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
し
、
関
係
組
織
と
共

有
の
う
え
、
文
書
資
料
を
残
す
。

 
 6.

1 
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を
測
る
手
法
と
ツ
ー
ル
を
設
計
す
る
。

 
6.

2 
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
を
実
施
す
る
。

 
6.

3 
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
の
結
果
を
関
係
者
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
し
、
外
部
に
発

信
す
る
。

 
6.

4 
テ

リ
ト
リ
ー
管
理
シ
ス
テ
ム
の
手
法
と
調
整
・
連
携
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
提
案
書
を

作
成
す
る
。

 

2.
 パ

ラ
グ

ア
イ
側

（
農

牧
省

）
 

2.
1 

 カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
管
理
職
員
の
配
置

 
1)

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
及
び
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
マ

ネ
ジ

ャ
ー

を
含

む
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
 

2)
 管

理
職
員
、
秘
書
、
ド
ラ
イ
バ
ー
、
そ
の
他
の
支

援
要

員
 

2.
2 

 執
務
室
、
車
両
、
そ
の
他
必
要
な
機
材
の
提
供

 
2.

3 
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
費
用

 

前
提

条
件

 
1.

 
対

象
テ

リ
ト

リ
ー

の

住
民

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

反
対

し
な

い
。

 
2.

 
市

レ
ベ

ル
の

ク
ラ

ス

タ
ー

分
析

が
実

施
さ

れ
て

い
る

。
 

3.
 

テ
リ

ト
リ

ー
開

発
に

関
係

す
る

省
庁

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

反
対

し
な

い
。

 
 

*2
) 
ア

ク
タ
ー
の

定
義
：
テ
リ
ト
リ
ー
の
中
に
い
て
、

開
発
プ
ロ
セ
ス
を
担
う
個
人
ま
た
は
組
織
。
住
民
個
人
や
市
民
組
織
、
市
役
所
の
よ
う
な

地
方

自
治

体
が

想
定

さ
れ

る
。
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別
添
3
 
T
P
O

T
e
n
ta

ti
ve

 P
la

n
 o

f 
O

p
e
ra

ti
o
n
 (

T
P

O
)

1
.1

 中
央

・
県

・
市

・
テ

リ
ト

リ
ー

レ
ベ

ル
の

各
段

階
に

お
け

る
研

修
ニ

ー
ズ

を
診

断
す

る
。

1
.2

 研
修

の
テ

ー
マ

と
内

容
と

方
法

を
決

め
る

。

1
.3

 研
修

計
画

を
立

て
る

。

1
.4

 各
対

象
者

に
対

し
、

研
修

を
実

施
す

る
。

1
.5

 研
修

受
講

者
（
男

女
）
の

知
識

を
試

験
す

る
。

2
.1

 市
レ

ベ
ル

の
ク

ラ
ス

タ
ー

分
析

を
確

認
、

レ
ビ

ュ
ー

す
る

。

2
.2

 対
象

テ
リ

ト
リ

ー
の

範
囲

と
特

徴
を

、
操

作
可

能
(o

p
e
ra

ti
o
n
al

)な
形

で
定

義
す

る
。

2
.3

 住
民

を
含

む
関

係
者

と
テ

リ
ト

リ
ー

の
定

義
に

つ
い

て
合

意
す

る
。

2
.4

 対
象

テ
リ

ト
リ

ー
で

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

を
実

施
し

、
そ

の
分

析
結

果
（
男

女
別

）
を

関
係

者
に

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
す

る
。

2
.5

 対
象

テ
リ

ト
リ

ー
内

の
ア

ク
タ

ー
の

基
本

デ
ー

タ
を

ま
と

め
る

。

2
.6

 テ
リ

ト
リ

ー
開

発
を

審
議

す
る

メ
ン

バ
ー

の
構

成
を

決
め

る
。

2
.7

 審
議

を
行

う
た

め
の

グ
ル

ー
プ

の
規

範
を

、
そ

の
働

き
に

合
わ

せ
て

つ
く
る

。

2
.8

 審
議

の
機

能
状

況
を

評
価

す
る

。

2
. 
参

加
型

か
つ

包
摂

的
な

方
法

で
テ

リ
ト

リ
ー

に
お

け
る

開
発

を
審

議
す

る
場

が
強

化
さ

れ
る

。

Ⅰ
Ⅲ

Ⅲ

1
. 
官

民
の

中
央

・
県

・
市

・
テ

リ
ト

リ
ー

レ
ベ

ル
の

各
段

階
で

テ
リ

ト
リ

ア
ル

運
営

管
理

に
必

要
な

人
的

資
源

が
強

化
さ

れ
る

。

テ
リ

ト
リ

ー
を

基
本

と
し

た
運

営
管

理
シ

ス
テ

ム
が

、
中

長
期

的
な

国
家

戦
略

と
し

て
定

着
す

る
。

対
象

4
テ

リ
ト

リ
ー

に
お

け
る

実
践

を
通

じ
て

、
参

加
型

の
テ

リ
ト

リ
ー

運
営

管
理

シ
ス

テ
ム

に
よ

る
農

村
開

発
事

業
の

手
法

と
関

係
制

度
の

調
整

・
連

携
メ

カ
ニ

ズ
ム

が
形

成
さ

れ
る

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標

Ⅱ
Ⅲ

3
. 
中

央
・
県

・
市

・
テ

リ
ト

リ
ー

レ
ベ

ル
で

、
テ

リ
ト

リ
ー

運
営

管
理

に
か

か
わ

る
制

度
の

能
力

が
強

化
さ

れ
る

。

Ⅲ
Ⅱ

Ⅰ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅰ
Ⅳ

4
. 
関

係
制

度
間

の
調

整
と

連
携

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

が
、

中
央

・
県

・
市

・
テ

リ
ト

リ
ー

レ
ベ

ル
で

改
善

さ
れ

る
。

Ⅱ
2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

Ⅳ
Ⅰ

Ⅱ
2
0
1
1

Ⅳ

P
R

O
J
E
C

T
 T

IT
L
E
:

イ
タ

プ
ア

県
・
カ

ア
サ

パ
県

に
お

け
る

テ
リ

ト
リ

ア
ル

・
ア

プ
ロ

ー
チ

実
施

体
制

強
化

の
た

め
の

農
村

開
発

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

上
位

目
標

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

活
　

動

6
. 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
り

生
じ

た
変

化
が

検
証

さ
れ

る
。

5
. 
テ

リ
ト

リ
ー

開
発

戦
略

及
び

プ
ロ

グ
ラ

ム
が

策
定

さ
れ

、
実

施
さ

れ
る

。

1
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別
添
3
 
T
P
O

Ⅰ
Ⅲ

Ⅲ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅲ

Ⅱ
Ⅰ

Ⅳ
Ⅰ

Ⅱ
Ⅲ

Ⅳ
Ⅰ

Ⅳ
Ⅱ

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

Ⅳ
Ⅰ

Ⅱ
2
0
1
1

Ⅳ
活

　
動

3
.1

 各
関

係
組

織
(i
n
st

it
u
ti
o
n
s)

内
の

テ
リ

ト
リ

ー
運

営
管

理
に

関
す

る
現

状
と

課
題

を
分

析
し

、
整

理
す

る
。

3
.2

 各
関

係
組

織
で

抽
出

さ
れ

た
課

題
へ

の
対

策
を

決
め

る
。

3
.3

 対
策

を
試

行
す

る
。

3
.4

 試
行

結
果

を
評

価
し

、
取

る
べ

き
対

策
に

改
善

を
加

え
る

。

3
.5

 組
織

の
機

能
状

況
を

評
価

す
る

。

4
.1

 テ
リ

ト
リ

ー
運

営
管

理
シ

ス
テ

ム
に

お
け

る
、

各
関

係
組

織
の

責
任

と
役

割
分

担
を

明
確

に
す

る
。

4
.2

 各
関

係
組

織
の

調
整

と
連

携
に

関
す

る
規

範
を

決
め

る
。

4
.3

 テ
リ

ト
リ

ー
で

審
議

さ
れ

た
開

発
戦

略
・
プ

ロ
グ

ラ
ム

案
へ

の
対

処
を

、
規

範
に

基
い

て
関

連
組

織
の

間
で

調
整

す
る

。

4
.4

 制
度

の
機

能
状

況
を

評
価

す
る

。

5
.1

 テ
リ

ト
リ

ー
の

開
発

戦
略

を
、

参
加

型
手

法
に

よ
っ

て
決

め
る

。

5
.2

 ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

の
結

果
に

基
い

て
、

テ
リ

ト
リ

ー
の

活
動

方
針

を
決

め
る

。

5
.3

 テ
リ

ト
リ

ー
の

中
で

利
用

で
き

る
リ

ソ
ー

ス
を

ア
ク

タ
ー

の
間

で
協

議
す

る
。

5
.4

 テ
リ

ト
リ

ー
に

お
け

る
開

発
計

画
・
プ

ロ
グ

ラ
ム

案
を

策
定

す
る

。

5
.5

 関
係

組
織

の
間

の
調

整
と

連
携

を
通

じ
て

、
テ

リ
ト

リ
ー

の
外

の
リ

ソ
ー

ス
を

調
達

す
る

。

5
.6

 テ
リ

ト
リ

ー
に

お
け

る
事

業
の

実
施

を
支

援
す

る
。

5
.7

 各
事

業
の

実
施

状
況

に
つ

い
て

参
加

型
で

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

し
、

関
係

組
織

と
共

有
の

う
え

、
文

書
資

料
を

残
す

。

6
.1

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
を

測
る

手
法

と
ツ

ー
ル

を
設

計
す

る
。

6
.2

 モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
を

実
施

す
る

。

6
.3

 モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
の

結
果

を
関

係
者

に
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

し
、

外
部

に
発

信
す

る
。

6
.4

 テ
リ

ト
リ

ー
管

理
シ

ス
テ

ム
の

手
法

と
調

整
・
連

携
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
提

案
書

を
作

成
す

る
。

2

－ 49 －



A
ne

xo
 2

 B
or

ra
do

r 
de

 T
PO

 (P
la

n 
T

en
ta

tiv
o 

de
 A

ct
iv

id
ad

es
)

Te
nt

at
iv

e 
Pl

an
 o

f O
pe

ra
tio

n 
(T

PO
)

1.
1 

   
D

ia
gn

os
tic

ar
 la

s 
ne

ce
si

da
de

s 
de

 c
ap

ac
ita

ci
ón

 e
n 

lo
s 

ni
ve

le
s

ce
nt

ra
l, 

de
pa

rta
m

en
ta

l, 
di

st
rit

al
 y

 te
rr

ito
ria

l.

1.
2 

   
D

ef
in

ir 
el

 c
on

te
ni

do
 y

 m
ét

od
o 

de
 c

ap
ac

ita
ci

ón
.

1.
3 

   
El

ab
or

ar
 e

l p
la

n 
de

 c
ap

ac
ita

ci
ón

.

1.
4 

   
Im

pl
em

en
ta

r l
a 

ca
pa

ci
ta

ci
ón

.

1.
5 

   
Ex

am
in

ar
 lo

s 
co

no
ci

m
ie

nt
os

 d
e 

lo
s/

as
 c

ap
ac

ita
do

s/
as

.

2.
1 

   
C

on
fir

m
ar

 e
l a

ná
lis

is
 d

e 
cl

ús
te

r a
 n

iv
el

 d
e 

lo
s 

di
st

rit
os

.

2.
2 

   
D

ef
in

ir 
el

 a
lc

an
ce

 y
 la

s 
ca

ra
ct

er
ís

tic
as

 d
e 

lo
s 

te
rr

ito
rio

s
se

le
cc

io
na

do
s 

pa
ra

 q
ue

 s
ea

n 
fu

nc
io

na
le

s.

2.
3 

   
C

on
se

ns
ua

r l
a 

de
fin

ic
ió

n 
de

l t
er

rit
or

io
 c

on
 la

s 
pe

rs
on

as
 v

in
cu

la
da

s.

2.
4 

   
R

ea
liz

ar
 e

l e
st

ud
io

 d
e 

lín
ea

 b
as

e 
de

 lo
s 

te
rr

ito
rio

s 
se

le
cc

io
na

do
s,

 y
re

tro
al

im
en

ta
r c

on
 lo

s 
re

su
lta

do
s 

de
 d

ic
ho

 a
ná

lis
is

 (p
or

 s
ex

o)
 a

 la
s

pe
rs

on
as

 v
in

cu
la

da
s.

2.
5 

   
El

ab
or

ar
 la

 b
as

e 
de

 d
at

os
 d

e 
lo

s 
ac

to
re

s 
de

nt
ro

 d
e 

lo
s 

te
rr

ito
rio

s
se

le
cc

io
na

do
s.

2.
6 

   
D

ef
in

ir 
la

 c
om

po
si

ci
ón

 d
e 

m
ie

m
br

os
 p

ar
a 

de
lib

er
ar

 e
l d

es
ar

ro
llo

te
rr

ito
ria

l.

2.
7 

   
El

ab
or

ar
 la

s 
no

rm
as

 d
e 

la
 d

el
ib

er
ac

ió
n 

de
 a

cu
er

do
 a

l
fu

nc
io

na
m

ie
nt

o 
de

 la
 in

st
an

ci
a.

2.
8 

   
M

ed
ir 

el
 fu

nc
io

na
m

ie
nt

o 
de

 la
 in

st
an

ci
a.

PR
O

JE
C

T 
TI

TL
E:

Pr
oy

ec
to

 p
ar

a 
el

 S
is

te
m

a 
de

 G
es

tió
n 

Te
rr

ito
ria

l d
e 

D
es

ar
ro

llo
 R

ur
al

 e
n 

Ita
pú

a 
y 

C
aa

za
pá

M
et

a 
su

pe
rio

r:

R
es

ul
ta

do
s

A
ct

iv
id

ad
es

6.
 S

e 
m

on
ito

re
an

 y
 s

e 
ev

al
úa

n 
lo

s 
ca

m
bi

os
 g

en
er

ad
os

 p
or

 e
l P

ro
ye

ct
o.

5.
 S

e 
fo

rm
ul

an
 y

 e
je

cu
ta

n 
es

tra
te

gi
as

 y
 p

ro
gr

am
as

 d
e 

de
sa

rr
ol

lo
 p

ar
a 

lo
s 

te
rr

ito
rio

s.
4.

 S
e 

m
ej

or
a 

el
 m

ec
an

is
m

o 
in

te
rin

st
itu

ci
on

al
 d

e 
co

or
di

na
ci

ón
 y

 a
rti

cu
la

ci
ón

 e
nt

re
 lo

s 
ni

ve
le

s 
ce

nt
ra

l, 
de

pa
rta

m
en

ta
l, 

di
st

rit
al

 y
 te

rr
ito

ria
l.

2
0
1
1

2
0
1
6

Ⅱ
Ⅲ

Ⅳ
Ⅰ

Ⅳ
Ⅲ

Ⅱ
Ⅲ

Ⅳ
Ⅰ

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

Ⅳ
Ⅰ

Ⅳ
Ⅰ

Ⅰ
Ⅱ

1.
 S

e 
fo

rta
le

ce
n 

re
cu

rs
os

 h
um

an
os

 p
ar

a 
la

 g
es

tió
n 

te
rr

ito
ria

l e
n 

in
st

itu
ci

on
es

 p
úb

lic
as

 y
 p

riv
ad

as
 e

n 
lo

s 
ni

ve
le

s 
ce

nt
ra

l, 
de

pa
rta

m
en

ta
l, 

di
st

rit
al

 y
 te

rr
ito

ria
l.

Se
 e

st
ab

le
ce

 e
l s

is
te

m
a 

de
 g

es
tió

n 
te

rr
ito

ria
l c

om
o 

un
a 

es
tra

te
gi

a 
na

ci
on

al
 a

 m
ed

ia
no

 y
 la

rg
o 

pl
az

o.

Se
 c

re
an

 e
 im

pl
em

en
ta

n 
m

ec
an

is
m

os
 d

e 
co

or
di

na
ci

ón
 y

 a
rti

cu
la

ci
ón

 in
st

itu
ci

on
al

es
 m

ed
ia

nt
e 

un
 s

is
te

m
a 

de
 g

es
tió

n 
te

rr
ito

ria
l p

ar
tic

ip
at

iv
a,

 c
on

 b
as

e 
en

 la
s 

ex
pe

rie
nc

ia
s 

de
 lo

s 
4 

te
rr

ito
rio

s 
se

le
cc

io
na

do
s.

O
bj

et
iv

o 
de

l p
ro

ye
ct

o

Ⅱ
Ⅲ

3.
 S

e 
fo

rta
le

ce
n 

la
s 

ca
pa

ci
da

de
s 

de
 la

s 
in

st
itu

ci
on

es
 in

vo
lu

cr
ad

as
 e

n 
ge

st
ió

n 
te

rr
ito

ria
l e

n 
lo

s 
ni

ve
le

s 
ce

nt
ra

l, 
de

pa
rta

m
en

ta
l, 

di
st

rit
al

 y
 te

rr
ito

ria
l.

2.
 S

e 
co

ns
ol

id
a 

la
 in

st
an

ci
a 

pa
ra

 d
el

ib
er

ar
 e

l d
es

ar
ro

llo
 e

n 
lo

s 
te

rr
ito

rio
s 

m
ed

ia
nt

e 
la

 m
et

od
ol

og
ía

 p
ar

tic
ip

at
iv

a 
e 

in
cl

us
iv

a.

Ⅱ
Ⅲ

3

－ 50 －



A
ne

xo
 2

 B
or

ra
do

r 
de

 T
PO

 (P
la

n 
T

en
ta

tiv
o 

de
 A

ct
iv

id
ad

es
)

3.
1 

   
An

al
iz

ar
 la

 s
itu

ac
ió

n 
y 

de
fin

ir 
lo

s 
pr

ob
le

m
as

, r
el

ac
io

na
do

s 
a 

la
 g

es
ti

ón
 te

rr
ito

ria
l, 

de
 la

s 
in

st
itu

ci
on

es
 v

in
cu

la
da

s.

3.
2 

   
D

ef
in

ir 
la

s 
m

ed
id

as
 p

ar
a 

su
pe

ra
r l

os
 p

ro
bl

em
as

 id
en

tif
ic

ad
os

.

3.
3 

   
C

on
tri

bu
ir 

a 
po

ne
rla

s 
en

 p
rá

ct
ic

a.

3.
4 

   
An

al
iz

ar
 e

l r
es

ul
ta

do
 d

e 
la

s 
m

ed
id

ad
s 

im
pl

em
en

ta
da

s 
y 

pr
op

on
er

m
ej

or
as

.

3.
5 

   
M

ed
ir 

el
 fu

nc
io

na
m

ie
nt

o 
in

st
itu

ci
on

al
.

4.
1 

   
C

on
tri

bu
ir 

a 
id

en
tif

ic
ar

 lo
s 

ro
le

s 
de

 c
ad

a 
in

st
itu

ci
ón

 d
el

 s
is

te
m

a 
de

ge
st

ió
n 

te
rr

ito
ria

l.

4.
2 

   
As

is
tir

 a
 d

ef
in

ir 
la

s 
no

rm
as

 s
ob

re
 la

 c
oo

rd
in

ac
ió

n 
de

 la
s

in
st

itu
ci

on
es

 v
in

cu
la

da
s.

4.
3 

   
Fa

ci
lit

ar
 e

n 
ba

se
 a

 la
s 

no
rm

as
, l

a 
co

or
di

na
ci

ón
 d

e 
la

s 
in

st
itu

ci
on

es
vi

nc
ul

ad
as

 p
ar

a 
re

sp
on

de
r a

 la
s 

es
tra

te
gi

as
 y

 lo
s 

pr
og

ra
m

as
 d

e
de

sa
rr

ol
lo

 d
el

ib
er

ad
o 

en
 lo

s 
te

rr
ito

rio
s.

4.
4 

   
M

ed
ir 

el
 fu

nc
io

na
m

ie
nt

o 
in

st
itu

ci
on

al
.

5.
1 

   
D

ef
in

ir 
la

 e
st

ra
te

gi
a 

de
 d

es
ar

ro
llo

 d
e 

lo
s 

te
rr

ito
rio

s 
m

ed
ia

nt
e 

m
é

to
do

s 
pa

rti
ci

pa
tiv

os
.

5.
2 

   
D

ef
in

ir 
la

s 
lín

ea
s 

de
 a

cc
ió

n 
en

 lo
s 

te
rr

ito
rio

s 
en

 b
as

e 
a 

lo
s

re
su

lta
do

s 
de

l e
st

ud
io

 d
e 

lín
ea

 b
as

e.

5.
3 

   
D

el
ib

er
ar

, e
nt

re
 lo

s 
ac

to
re

s,
 s

ob
re

 lo
s 

re
cu

rs
os

 q
ue

 p
ue

de
n 

se
r

ut
iliz

ad
os

 e
n 

lo
s 

te
rr

ito
rio

s.

5.
4 

   
El

ab
or

ar
 e

l b
or

ra
do

r d
e 

pl
an

 y
 p

ro
gr

am
as

 d
e 

de
sa

rr
ol

lo
 e

n 
lo

s
te

rr
ito

rio
s.

5.
5 

   
O

bt
en

er
 lo

s 
re

cu
rs

os
 e

xt
er

no
s 

a 
lo

s 
te

rr
ito

rio
s,

 a
 tr

av
és

 d
e 

la
co

or
di

na
ci

ón
 e

nt
re

 la
s 

in
st

itu
ci

on
es

 v
in

cu
la

da
s.

5.
6 

   
Fa

ci
lit

ar
 la

 im
pl

em
en

ta
ci

ón
 d

e 
lo

s 
pr

oy
ec

to
s 

en
 lo

s 
te

rr
ito

rio
s.

5.
7 

   
Pr

om
ov

er
 e

l m
on

ito
re

o 
pa

rti
ci

pa
tiv

o 
de

 la
 im

pl
em

en
ta

ci
ón

 p
ar

a
co

m
pa

rti
rlo

 c
on

 la
s 

in
st

itu
ci

on
es

 v
in

cu
la

da
s,

 y
 d

oc
um

en
ta

rlo
.

6.
1 

   
D

is
eñ

ar
 e

l m
ét

od
o 

e 
in

st
ru

m
en

to
s 

pa
ra

 la
 m

ed
ic

ió
n 

de
 lo

s
re

su
lta

do
s.

6.
2 

   
Im

pl
em

en
ta

r m
on

ito
re

o 
y 

ev
al

ua
ci

ón
.

6.
3 

   
R

et
ro

al
im

en
ta

r y
 d

ifu
nd

ir 
lo

s 
re

su
lta

do
s 

de
 m

on
ito

re
o 

y 
ev

al
ua

ci
ón

.

6.
4 

   
El

ab
or

ar
 la

 p
ro

pu
es

ta
 s

ob
re

 m
ét

od
o 

y 
m

ec
an

is
m

o 
de

 c
oo

rd
in

ac
ió

n
pa

ra
 e

l s
is

te
m

a 
de

 g
es

tió
n 

te
rr

ito
ria

l.

4

－ 51 －



 

合同調整委員会(ＪＣＣ) 

 

１． 機能 

 合同調整委員会は、少なくとも年に一回、もしくは必要に応じ開催する。その機能は以下のと

おりである。 

(1) PDM に基づいたプロジェクト年間計画の協議と承認 

(2) プロジェクト年間計画の進捗及び達成度の確認 

(3) その他プロジェクト実施に関する懸案事項の討議 

注：委員会の規約を設定すること。 

 

２． 構成 

 (1) 委員長 ： 農業省副大臣 

 (2) 委員 

a) パラグアイ側 

農牧省   企画総局長 

農業普及局長 

SIGEST コーディネーター 

地方自治体  イタプア県知事 

カアサパ県知事 

b) 日本側 

プロジェクト  チーフアドバイザー 

専門家 

ＪＩＣＡパラグアイ事務所 所長 

(3) オブザーバー 

a) パラグアイ側 

関係省庁代表 

b) 日本側 

日本大使館 

 

構成員は R/D 締結までに農牧省副大臣が他省庁及びＪＩＣＡパラグアイ事務所と協議の上、決定す

ることとする。 
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テリトリー別 WS 結果 
イタプア県、オエナウ地域 

オエナウ G1 オエナウ G2 

経済・生産(E-P) 2 3.5 

社会・文化 (S-C) 4 2.5 

政治・制度(P-I) 4 4 

環境 (A) 1 2 

個人レベルの人間開発(H-P) 4 3 
   
優先順位   
戦略的目的   

生産ユニットの効率 (E-P1) 2.95% 7.97% 

生産の連携 (E-P2) 1.69% 5.45% 

ヴァリューチェンへの参入 (E-P3) 2.53% 3.64% 

リスク管理 (E-P4) 0. 0% 4.20% 

結束の社会資本の強化 (S-C1) 10.97% 6.71% 

橋渡しの社会資本の強化(S-C2) 3.38% 3.08% 

階段の社会資本の強化(S-C3) 5.06% 4.20% 

治安の改善 (S-C4) 2.53% 6.29% 

文化活動の促進 (S- 5) 5.06% 0.84% 

テリトリアル・アプローチ能力の強化 (P-I1) 5.06% 4.34% 

行政の連携 (P-I2) 5.06% 4.34% 

官民の連携 (P-I3) 8.44% 5.87% 

市民参加及び管理 (P-I4) 3.80% 6.43% 

廃棄物処理の改善 (A1) 1.27% 4.76% 

流域の改善と保全 (A2) 1.27% 5.31% 

森林被覆の増加(A3) 0.84% 1.12% 

化学薬品の農業利用の合理化 (A4) 0.84% 2.80% 

自然の魅力の促進  A5) 3.80% 0.00% 

地下水の保全 (A6) 0.00% 1.12% 

土壌侵食の管理 (A7) 0.00% 1.12% 

地域ニーズに基づいた履修課程の適合化 (H-P1) 15.19% 4.90% 

就職に向けた継続教育 (H-P2) 10.13% 4.62% 

予防医療の改善 (H-P3) 6.75% 6.15% 

栄養状況の改善 (H-P4) 3.38% 4.76% 
 

（概要） 
協議は、2 つのグ

ループで行った。

社会文化的なディ

メンションについ

ての合意があり、

特に目的 S-C1 は双

方のグループで優

先的な扱いとなっ

ている。同様に官

民連携も重要とな

っており、個人レ

ベルの人間開発デ

ィメンションにつ

いては、履修課程

の適合化、就職に

向けた継続教育、

予防医療の改善で

一致している。そ

の他の価値は重要

であるが、地域の

開発を達成するた

めには不可欠とは

考慮されていな

い。 
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イタプア県、ジャトュタウ地域 
YAT G1 YAT G2 

経済・生産(E-P) 4 4 

社会・文化 (S-C) 2 5 

政治・制度(P-I) 2 1 

環境 (A) 3 3 

個人レベルの人間開発(H-P) 4 2 
   
優先順位   
戦略的目的   

生産ユニットの効率 (E-P1) 4.71% 4.29% 

生産の連携 (E-P2) 3.14% 2.93% 

ヴァリューチェンへの参入 (E-P3) 1. 7% 2.26% 

リスク管理 (E-P4  3.14% 4.51% 

結束の社会資本の強化 (S-C1) 11.37% 5.87% 

橋渡しの社会資本の強化(S-C2) 1.57% 6.09% 

階段の社会資本の強化(S-C3) 0.00% 3.16% 

治安の改善 (S-C4) 0.78% 2.03% 

文化活動の促進 (S-C5) 1.57% 1.81% 

テリトリアル・アプローチ能力の強化 (P-I1) 8.63% 4.06% 

行政の連携 (P-I2) 3.92% 3.16% 

官民の連携 (P-I3) 2.35% 2.48% 

市民参加及び管理 (P-I4) 9.41% 0.90% 

廃棄物処理の改善 (A1) 3.14% 4.06% 

流域の改善と保全 (A2) 6.27% 5.64% 

森林被覆の増加(A3) 2.35% 6.55% 

化学薬品の農業利用の合理化 (A4) 2.35% 6.55% 

自然の魅力の促進 (A5) 5.49% 3.84% 

地下水の保全 (A6) 1.18% 5.19% 

土壌侵食の管理 (A7) 1.18% 4.97% 

地域ニーズに基づいた履修課程の適合化 (H-P1) 6. 7% 4.51% 

就職に向けた継続教育 (H-P2) 11.76% 6.77% 

予防医療の改善 (H-P3) 4.71% 4.74% 

栄養状況の改善 (H-P4) 3.14% 3.61% 
 

（概要） 
両方のグループにとって

社会・文化の価値が非常

に高く、評価は (同等の

者)結束の社会資本強化の

目的と一致している。テ

リトリアル・アプローチ

能力の強化も G1 は高く

評価しており、市民参加

及び管理も開発目的の達

成には地域的に必要であ

ると理解されている。 
個人レベルの人間開発デ

ィメンションについて

は、地域の目的を達成す

るために非常に高いと評

価され、就職にむけた継

続教育と地域のニーズに

合致した履修課程の適合

化が重要視されている。  
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カアサパ県、アバイ地域 
ABAI G1 ABAI G2 ABAI G3 

経済・生産(E-P) 4 5 4 

社会・文化 (S-C) 3 1 3 

政治・制度(P-I) 1 3 1 

環境 (A) 2 2 3 

個人レベルの人間開発(H-P) 5 4 4 
    
優先順位    
戦略的目的    

生産ユニットの効率 (E-P1) 5.19% 6.64% 6.51%

生産の連携 (E-P2) 3.46% 4.23% 4.82%

ヴァリューチェンへの参入 (E-P3) 3.46% 3.02% 5.30%

リスク管理 (E-P4) 3.46% 2.41% 4.10%

結束の社会資本の強化 (S-C1) 11.69% 5.43% 2.65%

橋渡しの社会資本の強化(S-C2) 1.30% 3.22% 4.58%

階段の社会資本の強化(S-C3) 1.30% 4.23% 2.65%

治安の改善 (S-C4) 6.06% 4.43% 2.89%

文化活動の促進 (S-C5) 1.30% 3.82% 2 65%

テリトリアル・アプローチ能力の強化 (P-I1) 1.30% 8.05% 4.58%

行政の連携 (P-I2) 7.36% 6.64% 2.41%

官民の連携 (P-I3) 0.87% 5.23% 4.58%

市民参加及び管理 (P-I4) 2.16% 6.64% 2.41%

廃棄物処理の改善 (A1) 1.73% 1.61% 3.13%

流域の改善と保全 (A2) 1.73% 2.21% 3.61%

森林被覆の増加(A3) 1.73% 2.21% 4.10%

化学薬品の農業利用の合理化 (A4) 1.73% 3.22% 5.30%

自然の魅力の促進 (A5) 0.87% 2.82% 3.37%

地下水の保全 (A6) 0.87% 1.81% 2.41%

土壌侵食の管理 (A7) 5.19% 2.82% 3.61%

地域ニーズに基づいた履修課程の適合化 (H-P1) 14.29% 3.82% 6.27%

就職に向けた継続教育 (H-P2) 14.29% 6.84% 5.54%

予防医療の改善 (H-P3) 4.33% 4.63% 6.27%

栄養状況の改善 (H-P4) 4.33% 4.02% 6.27%
 

（概要） 
このテリトリー

のためには、多

様性に富んだ 2
グループが形成

され、結果的に

経済・生産及び

個人レベルの人

間開発のディメ

ンションに対す

る意識が高まっ

ている。 
目 的 に つ い て

は、結束のため

の社会資本の強

化就職に向けた

継続教育及び履

修課程の地域ニ

ーズへの適合化

の優先度が高く

なっている。ま

た、栄養状況の

改善も重要な要

素 と な っ て い

る。治安の改善

も重要な目的と

なっているが、

上位目標の達成

を左右するもの

とはなっていな

い。  
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カアサパ県、カアサパ地域 
CAAZ G1 CAAZ G2 CAAZG3

経済・生産(E-P) 4 3 4 

社会・文化 (S-C) 3 3 3 

政治・制度(P-I) 2 3 2 

環境 (A) 2 2 2 

個人レベルの人間開発(H-P) 4 4 4 
    
優先順位    
戦略的目的    

生産ユニットの効率 (E-P1) 5.50% 5.37% 4.99%

生産の連携 (E-P2) 3.93% 4.22% 4.72%

ヴァリューチェンへの参入 (E-P3) 3.93% 4.99% 4.72%

リスク管理 (E-P4) 3.14% 3.65% 4.20%

結束の社会資本の強化 (S-C1) 5.50% 4.22% 4.46%

橋渡しの社会資本の強化(S-C2) 3.40% 4.22% 4.46%

階段の社会資本の強化(S-C3) 5.76% 4.80% 3.67%

治安の改善 (S-C4) 3.66% 3.65% 4.46%

文化活動の促進 (S-C5) 3.14% 2.50% 2.62%

テリトリアル・アプローチ能力の強化 (P-I1) 3.66% 4.03% 3.67%

行政の連携 (P-I2) 6.81% 4.03% 3.67%

官民の連携 (P-I3) 4.45% 4.03% 2.62%

市民参加及び管理 (P-I4) 4.71% 4.61% 3.94%

廃棄物処理の改善 (A1) 4.19% 4.22% 3.94%

流域の改善と保全 (A2) 3.40% 3.26% 3.15%

森林被覆の増加(A3) 3.14% 3.26% 3.15%

化学薬品の農業利用の合理化 (A4) 2.62% 3.26% 3.15%

自然の魅力の促進 (A5) 2.62% 2.69% 2.10%

地下水の保全 (A6) 2.09% 2.69% 2.62%

土壌侵食の管理 (A7) 4.19% 4.22% 4.20%

地域ニーズに基づいた履修課程の適合化 (H-P1) 4.97% 5.37% 6.56%

就職に向けた継続教育 (H-P2) 6.02% 6.14% 7.09%

予防医療の改善 (H-P3) 4.97% 5.95% 6.82%

栄養状況の改善 (H-P4) 4.19% 4.61% 4.99%
 

（概要） 
このテリトリー

では、個人レベ

ルの人間開発、

経済・生的なデ

ィメンションの

優先度が高くな

っている。 
目 的 に つ い て

は、就職に向け

た継続教育、地

域のニーズに合

致 し た 履 修 課

程、そして予防

医療の改善が重

視されている。

この地域では設

定された優先度

にさほどの差異

は み ら れ な い

が、戦略活動及

びラインを定め

るには十分なも

のである。 
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新規技プロ対象の 4 つのテリトリーにおけるメインアクターリスト 
★が主のアクター 
カアサパ県 アバイ・テリトリー イタプア県 コロニアス･ウニーダス・テリ

トリー 
★スペイン国際協力庁／農牧省／企画庁に

よるプロジェクト 
NGO 空腹への対策 
UNDP プロジェクト・プエンテス 
MAG / 農業普及局 
MAG / 農業マーケティング局 
農業金融公庫 
社会対策庁 
司教 
農業生産者協会 (1) 
アバイ市役所 
タバイ市役所 
モリニゴ市役所 
サン・ホアン・ネポムセノ市役所 
農業生産者委員会 (3) 
文部省スーパーバイザー 

★コロニアス･ウニーダス農協 
オエナウ・キリスト教大学 
農業生産者組合 
MAG / 農業普及局 
農業学校 
オエナウ市役所 
オブリガード市役所 
ベジャ・ビスタ市役所 
ピラポ市役所  
ラ･パス市役所 
イタプア県庁 
文部省スーパーバイザー 

カアサパ県 カアサパ・テリトリー イタプア県 ジャトゥタウ・テリトリー 
★県庁 
農地改革庁 
MAG / 農業普及局 
農業金融公庫 
文部省スーパーバイザー 
農業学校 (MAG) 
天然資源プロジェクト 
ウクア・ボラノス組合 
農業科学部  
国立勧業銀行 
水衛生サービス公社 

★ジャトゥタウ市役所 
コロニアス･ウニーダス農協 
ナタリオ市役所 
マジョール・オターニョ市役所  
MAG / 農業普及局 
農業生産者委員会 
文部省スーパーバイザー 
自治会 
若手リーダー 
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６－２　各テリトリーのメインアクターリスト



農牧省マーケティング局面談 
2010年11月8日（月） 
面談者：Juan Carlos Pérez 氏（農牧省マーケティング副局長） 

Alcides 氏（マーケティング局市場情報課長） 
Juan Carlos Yegros 氏（農牧省農業普及局事業官公庁調整室長）ほか1名 

 
・ 農牧省の基本枠組みとして家族農業支援にかかわるものは、競争力強化と食糧安全保障。家族

農業国家プログラム（Programa National de Agicultura Familiar：PRONAF）のほか、野菜

など個別の作目に応じた生産向上及び商品化推進プログラムがある。 
・ マーケティング局の役割は、①市場に関する情報提供、②農業ビジネスに関する研修、③市場

運営管理に関する研修の3つで、家族農業においては特に②が重点。 
・ 目標として、年間5,000名の小農を研修することとしている。このうち、展示市（Feria）など

を通して3,000～3,500名の農民が市場に参入することをめざしている。 
・ 農業普及局（Dirección de Extensión Agraria：DEAg）は、農業次省の下に組織され、現在12

のプロジェクト（例えば、カアサパ県ではスペイン国際開発協力庁による ACCI）を実施して

いる。Yegros 氏の役割は、この12のプロジェクトを県庁や市役所とともに管理・調整するこ

とで、DEAg の傘下にある各農牧開発センター（Centro de Desarrollo Agropecuario：CDA）

の業務実施状況管理を行うこともある。 
・ 農業普及局（DEAg）にある「テリトリー管理課（Departamento de Gestión Territorial）」は、

以前「フィールド・オペレーション課（Operación de Campo）」といわれていたものに置き換

えられたもの。その下に県及び県を分割所掌した CDA と、CDA が管理する技術支援現地支所

（Agencia Local de Asistencia Técnica：ALAT、市をいくつかまとめて担当する）がある。

この支所（ALAT）の普及員が、農民レベルで組織された委員会に対して技術支援を行う。 
 
・ マーケティング局がみる家族農業の問題は、市場の需要に対して供給が足りないこと。市場の

情報を知らないため、必要な農産物を適宜出荷できず、確実な市場を持たない。これと併せて、

収益性、生産性の問題がある。 
・ マーケティング局は、農民に対する研修のほか、上記③について集荷場の整備を台湾の協力を

得て進めている。 
 
・ 技術協力プロジェクトの対象テリトリーと、農牧省の支援する重点地域の方向性は合致してい

る。理由としては、小農の多い地域であるからだ。 
・ 例えば、アバイ地域では10ha、ジャトゥタウ地域では8ha の農家が多い。生活苦から大農に

土地を売る場合があるが、それでも得た資金は1年ともつものでない。このため、小農でも安

定的な経済生産活動を営む必要がある。 
・ ほかに各テリトリーで留意すべき点として、地域的な特色がある。アバイ地域では、父親が出

稼ぎに出るため、事実上のシングルマザーが多い。彼女たちは薬草の販売をしているが、商品

の見映えが良くない。また幼い子どもを残して出かけられないため、輸送を担うのも不利であ

る。ジャトゥタウ地域では若者の参加がある。一方、オエナウ（コロニアス・ウニダス）では
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６－３　面談録



50歳以上が多い。 
・ 女性はまた、展示市での販売を担うことが多いが、商品の衛生状態など質の改善が課題である。 
 
・ 現場レベルでは関連機関同士の連携は、従来から図られてきた。問題は業務を行うための資源

に乏しいこと。例えばマーケティング局は、現場レベルでの支所を持たないため、業務のため

の車両の調達が課題。また、人材も契約職員が多いため、契約が切れたときが問題となる。農

業普及局の場合も、県庁や市役所に車両の燃料費を支援要請することがある。省の中では、日

当などをポケットマネーで立て替える場合もあるが、中央に集中した行政機構では支払いまで

に相当の時間を要する。このため、現場レベルで互いにリソースを提供し合うほうが、現実的

なのだ。 
・ 農業普及局（DEAg）は、研修のような技術支援を実施し、そこに市長など自治体を巻き込む

ようにしている。例えば、アルゼンチンの INTA に技術者以外にも市長などを派遣して、研修

を行った例がある。 
・ マーケティング局の場合、カアサパに調整員がいるものの、現場レベルの技術者がいない。こ

のため、商品化（マーケティング）を横断的に扱ってもらえるよう、DEAg の技術者に依頼し

ている。DEAg を中心にテリトリー・レベルで業務計画を立て、それを中央に上げ、中央はテ

リトリーからの計画に対して予算を配分するという流れが必要だ。 
・ 難点として、政党員同士の軋轢、嫉妬があるのではないかということは挙げられる。 
・ マーケティング局の場合は、スーパーマーケット会議所（cámara de supermecado）などを通

した民間企業との連携も模索している。近年、携帯電話の Personal 社の協力を得て、農産物

の卸売価格を発信するサービスを開始した。このサービスの普及が課題である1。 
 
・ 技術協力プロジェクトの準備ワークショップの結果は、先週11月5日（金）にフィードバック

いただいた。各プロジェクトの目標は、テリトリーごとに随分異なるが、まだ一般的なものの

ようにみえる。しかし、生活向上という方向性では理解できるし、事業運営の構造的強化に貢

献するものとみている。 
・ 技術協力プロジェクトの実施体制は、農牧次省と企画総局が協力してリーダーシップをとり、

CDA を持つ DEAg が活動実施にあたる。そこにマーケティング局の業務を挿入（insertar）
することを希望する。各テリトリーに1名プロジェクトの担当者を配置するのが理想。 

・ EDRIPP のマスタープランについてはあまり知らされていないが、本プロジェクトをマスター

プランの軸のひとつに加えて、専門家中心の対話を行ってはどうかと考える。 
 
＜収集資料＞ 
・ 農業普及局（DEAg）の組織図 
 

                                                  
1 農業普及局職員はこのサービスを知らなかった様子。 
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農牧次省面談 
2010年11月9日（火） 
面談者：Doria Baranda 氏（農牧次省技術顧問）、Gloria Riquelme 氏（農牧次省） 

Ana 氏（農牧省企画総局） 
 
・ 家族農業支援は、メルコスール（Mercado Comun del Sur：MERCOSUR）における協調政

策の重要事項になり、これに合わせた国家プログラムの策定と必要なツールの整備を行ってい

る。 
・ 農牧省で策定されている関連プログラムは、現在「家族農業国家プログラム（Programa 

Nacional de Agricultura Familiar：PRONAF）」、開発中の重要ツールには「全国家族農業登

録（registro nacional de agricultura familiar）」がある。MERCOSUR の定義に基いて、家

族農業の圃場を識別し、特定のプログラムや政策の設計に役立てるもの。 
・ ほかに策定中の関連プログラムとして、土壌管理を含む「食糧プログラム（programa de 

alimentación）」と、市場参入をめざした「競争力プログラム（programa de competitividad）」
がある。 

・ 横断的に扱う軸として、ジェンダー、若者へのアプローチに重点を置いている。 
 
・ 他の省庁との連携は、農牧大臣の顧問機関である農牧農村開発のための運営統合システム

（Sistema Integrado de Gestión para el Desarrollo Agropecuario y Rural：SIGEST）が中

心となり、進めている。主な連携機関は、環境庁（SEAM）、土地農村開発院（INDERT）、家

畜衛生庁（SENACSA）。 
・ 縦割り行政の歴史が長いパラグアイでは、他の機関と調整をするという新しいシステムに慣れ

ておらず、業務のイメージがつかないのが現況。たやすいことではない。 
・ しかし、農牧省の所管事業は、極貧対策という社会面では社会対策室と関連が強いほか、経済

面でも影響を与えるもの。他の省庁との連携は必要不可欠との認識。 
・ 「農業アドバイザー審議会（Consejo Asesor Agrario）」という場で民間セクターとの連携も図

られているが、競争力のある作目ごとの同業者団体（gremio）が主である。例えば、牧畜業や

大豆であり、家族農業支援とは必ずしも一致しない。 
・ 小農の組織との対話は、伝統的に agricultura campesina（田舎農業）という名称で、土地に

関しては INDERT、生産に関しては農牧省が行ってきた。代表的な団体が全国農民組織

（Organización Nacional Campesina）だが、近年は MERCOSUR の方針と合わない団体も

出てきた2。 
 
・ 農牧省の重点地域は、事業の目的によって異なる。極貧対策なら、県や市のレベルでの貧困指

標によって決まるし、農地の拡大を続ける企業経営農業と家族農業の共存というテーマなら、

アルトパラナ県・イタプア県・アマンバイ県・カニンデジュ県ということになる。自然資源利

用であるなら、イタプア県北部の小流域（microcuenca）がポイントである。 
                                                  
2 2007 年当時までの「小農」のパラグアイ国内での定義は 20ha 未満であったが、MERCOSUR による「家族農

業」の定義は、土地の面積に限っては 50 ha 未満となり、この違いが影響しているものと思われる。 
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・ 技術協力プロジェクトのテリトリー・レベルでの準備ワークショップの結果については、省が

策定中のプログラムができたらうまく調整を図っていく必要がある。 
・ プロジェクト実施体制としては、農業次省（副大臣）がリーダーとなり、企画総局と全体を管

理する。技術普及や融資などの個別サービスは、それぞれ現業的な部局が提供することとして

いる。 
・ 懸念されるのは、優先的な課題のなかに、学校の履修課程の修正やごみ処理などの、農業以外

のニーズがあること。完全に他省の管轄となる課題については、きちんと分析をして、ワーク

ショップの参加者に明確な説明をしなければならない。実現しなければ、農牧省に対して不信

感を生むことになるからだ。 
・ 準備ワークショップにおける課題としては、召集のしかたを改善する必要があると思う。テリ

トリーの住民のニーズはそれぞれ異なることが想定されるため、ワークショップ参加者の多様

性（heterogenidad）を確保しなければならない。現在は、県庁や市役所と普及局（DEAg）
が中心になって召集をしているが、例えば INDERT を活用すれば初期入植地（asentamiento）
からの参加があるだろうし、先住民の参加もあり得る。 

・ テリトリー・レベルでの調整会議には、日当などの支給がないと集まりにくいかもしれない。

調整会議の定例会は、通常毎週行われることが多いが、参加できるのは公共機関の代表者であ

ることが多い。住民組織のリーダーなどは、年次計画と中間報告、年度末報告の年に3回のみ

出席するのが一般的だ。 
 
・ 農牧省は実にさまざまなドナー支援を受けている。大きなところでは、FIDA（英語では IFAD、

国際農業開発基金）が家族農業の競争力向上を支援する「農村パラグアイプロジェクト

（Proyecto Paraguay Rural）」。 
・ スペイン国際開発協力庁（AECID）と国連食糧農業機関（FAO）は、それぞれ食糧安全保障

に関する事業を行っている。 
・ カアサパ県のタバイ、ヤトゥ、ブエナビスタでは、初期入植地（asentamiento）の支援をブ

ラジルが行っている。ブラジル人が経営する大規模農業に対する不満を緩和する意味がある。 
・ 中南米諸国からの支援では、ほかに MERCOSUR の Fondo Conversia が行う家畜衛生事業と、

アンデス振興協力。 
・ ほかに、世銀、BID（英語では IDB、米州開発銀行）、GTZ から引き継いだドイツの KfW か

らも支援を受けている。 
 
・ 「テリトリー開発」と「集中緩和（desconsentración）」は省内で導入、共有されつつある新

しい概念。従来、末端での対話や調整は行われてきていたが、行政の権限が中央に集中してい

た。この考え方を変えていく必要がある。 
・ カアサパ県の場合、GTZ の支援で県庁の計画局と DEAg が中心となり、2002/03年度に県の10

年計画（2013年まで）を策定している。この計画は生産部門に特化したものではあるが、既に

現地に基礎的な能力が備わっていることは、利点である。 
・ カアサパ県で実施されたことは、手法自体はシンプルで、数学的でない定性的な方法論をとっ
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ていた。その手法の蓄積は、GTZ に残っているかもしれない。 
・ EDRIPP には副大臣が参加しており、不参加の場合は代役が出席している。しかし、特にコメ

ントは得られていない。 
・ EDRIPP とは方法論に類似性があると認識している。しかし、技術協力プロジェクトの成果を

フィードバックするには、「言語（lenguaje）」を変えることと、再現性（replicabilidad）を

持つ必要がある。普及員や一般職員でも使いやすくするような、一段の工夫がなければならな

い。 
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農牧省 SIGEST 面談 
2010年11月9日（火） 
面談者：Ferilde Daniel González 氏、Gustavo Esteche 氏（制度開発調整官）ほか1名 
 
・ SIGEST とは、Sistema Integrado de Gestión para el Desarrollo Agropecuario y Rural（農

牧農村開発のための運営統合システム）。2008年8月に設置された農牧大臣の顧問機関で、農

牧セクターの関連機関3と調整して有機的な農村開発政策を推進する役割を担う。 
・ 今年の5月に農業普及局（DEAg）内のフィールド・オペレーション課に替わって「テリトリ

ー管理課」ができたが、DEAg が実地業務の実施を担当するのに対し、SIGEST は中央・マク

ロレベルでの調整を担当する。 
 
・ SIGEST は、テリトリアル・アプローチによる農村開発に関する研修を地方部で実施している。

これには、2010年3月より市役所にテリトリー管理の権限が法的に与えられたことで、農業セ

クターの事業において県庁や市役所と調整を図る必要性ができたことが背景にある。よくある

例として、土壌保全型農業（特に直播による不耕起栽培）を推進している地域で、それに反し

トラクターを供与・貸与するような事業を自治体が行ってしまうようなことを、避ける必要が

ある。 
・ 「テリトリー」は、実際には県や市が単位になっているのが現況である。しかし、定義のうえ

ではそれらを超える意味に広がった。 
・ 中央集権的な行政構造では、極端な話、同じ場所に並置されている農業融資公庫（CAH）と

農牧開発センター（CDA）でもお互い何をしているのか知らないことが起こる。このためテリ

トリアル・アプローチでは、権限を県や市に分散することを始めている。 
・ 現在、5県で重点的に取り組んでいるが、技術協力プロジェクトが実施されるイタプア県にも

強化を拡大しようと考えている。カアサパ県は技術者が成熟しており、手法への理解度が高い。 
 
・ 農 牧 省 が 行 っ て い る 事 業 調 整 は 、 組 織 間 調 整 協 議 会 （ Mesa de Coordinación 

Interinstitucional：MCI）と通常呼ばれるもの。ここで年間活動計画（Plan Operativo 
Annual：POA）がつくられ、これに基いて例えばフィールドデイのような個別の活動への投

入を、組織間で調整し実施する。まずは異なる組織が集まり、お互いを知ること、次に共通す

るテーマで相互協力をすること、そして予算・リソースを分け合うのが基本である。 
・ MCI は、フォーラム（Foro）、審議会（Consejo）、委員会（Comité）など、地域によって呼

称がさまざまあるが、機能は同じである。これを基本にテリトリー開発の計画は始められると

思うが、乱立する類似組織をいずれ整理する必要があるだろう。 
 
・ 第1回の研修シリーズを終えつつあり、12月に報告書が出る。その中で触れることになるが、

業務形態への理解が薄く、技術者同士がチームとして働かない問題がみられる。テリトリア

                                                  
3土地農村開発院（INDERT）、家畜検疫所（SENACSA）、協同組合庁（INCOOP）、植物種子検疫所（SENAVE）、

林野庁（INFONA）、農業融資公庫（CAH）、国立勧業銀行（BNF）、畜産基金（Fondo Ganadero）、環境庁（SEAM）、

開発金融庁（AFD）（農牧省の HP を参照）。 
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ル・アプローチによる農村開発事業の成果は、個々の技術者によるものではなく、協議会での

調整によるものだという点がなかなか理解されないでいる。 
・ 「各機関のプログラムに基いてプロジェクトが実施される」というパラダイムが強く残ってい

る。このため、プログラムにないものは実施したくないという意識が働いてしまう。 
・ SIGEST は各関連機関に対して、事業運営管理や業務の方法論を提供する立場にあり、まず農

牧セクターでテリトリアル・アプローチに基いた農村開発を推進しようとするものである。企

画庁（STP）もこれに協力している。 
 
そのほか SIGEST 職員から、 
・ インフラ整備は技術協力プロジェクトの活動にどのように含めるのか。 
・ 準備ワークショップの結果で、4つのディメンションが5つになっているのはなぜか。 
という疑問が寄せられた。 
 
＜収集資料＞ 
・ テリトリー農業農村開発の運営管理の仕組みに関する関係機関との会議の議事録（2010年3

月） 
・ テリトリー開発に関する関係機関への発表資料（Powerpoint） 
・ カアサパ県組織間調整協議会の POA 策定ワークショップ（2010年4月）の報告書 
・ テリトリー管理課の設置に関する決議（2010年5月） 
・ カアサパ県組織間調整協議会の POA 実施に関する決議（2010年6月） 
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EDRIPP 面談 
2010年11月10日（水） 
面談者：Humberto Ariel Colmán Castillo 氏（大蔵省経済調査局長） 

Toshiharu Kato 氏（日本側チーフアドバイザー） 
 
・ 最初に Humberto 氏から EDRIPP の進捗状況のプレゼンテーションがあり、加藤氏から補足

説明。インテリム・レポートが今年7月に最終化されており、そちらの内容が基本。 
 
・ EDRIPP は政令によって、大統領府と大蔵省とで組織された「カウンターパート省庁間他セク

ター調整機関（Coordinación Interinstitucional y Multisectorial de Contraparte：CIMC）」

が実施している。Humberto 氏は今年8月からそのリーダーを担当しており、大臣及び副大臣

とも懇意であるため、彼の就任以来、調査が格段に進めやすくなった。 
・ CIMC のオペレーション組織として、運営技術ユニット（Unidad Técnica de Gestión: UTG）

があり、パラグアイ側参加機関は大統領府社会対策室、大蔵省、農牧省、企画庁、環境庁、土

地農村開発院（INDERT）。 
・ EDRIPP のパイロットプロジェクトは今月末から開始される見込みだが、開始後数箇月で開発

調査の調査期間は終了する。このため、UTG がポスト EDRIPP としてパイロットプロジェク

トの実施フォロー（3年間）と制度的な発展を、全体レベルと個別の技術レベルで担うことに

なる。 
・ EDRIPP 以後の体制は、現在の UTG メンバーに他の分野を加えて拡大するべきとの意向。既

に開発調査の結果を受けて、Humberto 氏から公共事業通信省（MOPC）や商工省（MIC）に

も要請し、EDRIPP 以後の実施委員会（Comisión）を組織する考えが出されている。これに、

ドナーや県庁及び市役所の審議会、大学、民間セクターとの調整会議（Mesa de Coordinación）
とも関係を強化する。ただし、多くの関係者を一度に集めるのではなく、開発の段階に応じた

優先順位に合わせ、どの分野のどの機関を集めるかは柔軟に行うべきではないか。 
 
・ EDRIPP では、パイロットプロジェクトを行う4つの「市」で試験的にテリトリーレベルの開

発計画を提案し（来年2～3月）、その結果をフィードバックしてマスタープランではテリトリ

ー計画を全国的にカバーするための道筋を示す。これは公共政策のあり方を示すものであり、

大蔵省と企画庁で協議を行い、国家開発計画を策定する。 
・ EDRIPP で現在行っている調査は、各パイロットプロジェクト対象地域（市）での4つの視点

（経済・生産、社会・文化、政治・制度、環境）それぞれの基礎情報調査、市レベルのクラス

ター分析、現在「市」が単位になっているテリトリーに周辺を加えた農村生活実態調査である。 
・ カアサパ県とイタプア県で実施される JICA 技術協力プロジェクトは農牧省が C/P である。農

牧省は EDRIPP の UTG メンバーであり、現場からマスタープランへのフィードバックは歓迎

するし、可能であると考える。 
 
・ 対処方針案の中で疑問となっていた EDRIPP の「大戦略2 自給農業」は、スペイン語での発

表では「食糧安全保障及び食糧主権（Seguridad y sobernía alimentaria）」であった。日本語
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の自給農業とは意味合いが異なることに留意すべき。 
 
＜収集資料＞ 
・ プレゼンテーション資料（パイロットプロジェクト準備期間の PO を添付） 
・ ERIPP の概要資料各種（パンフレット、過去のより詳細な発表資料） 
・ カアサパ県とイタプア県のパイロットプロジェクト計画 
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カアサパ・テリトリー（カアサパ市） WS 及び面談記録 
2010年11月11日（木） 
＜県知事との面談＞ 

面談者：カアサパ県知事、カアサパ市長（新規当選）、関係アクター等 
・ 県として、WS 活動の成果は実感。特に安全・衛生・医療保険等の分野を 
・ 市長が当選したばかりであり、今後も県・市が協力的にテリトリーの活動に参加する旨、意思

表明あり。 
 
＜WS の概要＞ 
・ 中心的なアクターは県庁、市役所など。公的機関が多い。 
・ 「開発の定義」は「生活水準の向上を図ること」としている。 
・ 現地ＷＳの結果（「テリトリーにおける開発の定義」から導き出された開発目的や優先課題等）

の関係アクターによる意見交換が行われる。（これらでまとめられたものは住民の「願い」） 
・ ＷＳの結果が真にテリトリー住民の「願い」を反映しているか、今後5年間参加する意向はあ

るのか、という問い（Sergio 氏）については、肯定意見が出された。 
・ 今後の予定は、現状の「診断」をするためのベースライン調査が行われ、それに対する処方箋

としての開発計画を策定していく流れとなる旨、説明があり。 
・ 第三国専門家によるコスタリカの事例の紹介が行われる（住民主体の計画が、国家の計画策定

や予算の流れに取り入れられたコスタリカ農牧省での実績など）。 
・ 2つの市だけでなく、もっと多くの市の参加や、カアサパ県の生産者協議会の基盤を活用する

べきとの意見もあり [補足；ＷＳのメンバーは JICA より生産者協議会を通じて、県庁より各

市町村に対し召集された]。 
・ 教育の問題についての優先度が高いため、文科省やテリトリー所在の事務所等との連携を図る

べきとの意見も多い（生産者連合には新たに関係アクターとして参入）。 
・ 過去のドナーとの協力のように「外部から導入されたプロジェクト」とは異なるものであると

いう認識を持つ。概して、住民全体でつくり上げたという認識は高い。 
・ 2011年にはカアサパ県の自治体団体である「ムカ」が組織される予定。 
 
＜カアサパ県庁農業企画局へのインタビュー＞ 
・ 生産に関する県の開発計画（2003-2013）を GTZ の支援により作成。これに沿って連絡協議

会（6つの市が参加）で各市の計画が策定されている（今後、新たに4つの市が参加し、各市で

計画が策定される予定）。 
・ 新規プロジェクトでは開発計画のアクションプランという位置づけで事業計画は整理される

予定。生産に限らず、さまざまな分野の計画となる点で新たなものである。 
・ さまざまな関係アクターでの計画づくりの経験を得て、事業実施のための基礎ができたと実感。 
・ ただし、課題としては技術支援体制の不備が懸念（14％しか技術支援を受けられていないとい

う統計あり）。そのほか、さまざまなアクターの招集や説得、費用負担などの問題に懸念。 
・ 計画の財源は県庁内の各部局や他公的アクターから支出しているが、自由度がないために、連

絡協議会として法人格を持つことを検討している。 
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・ 県庁の予算は大蔵省より配布。電力公社のローヤリティも交付金の一部である（使途の8割は

施設投資に当てる制限がある）。[4月30日までに予算計画策定⇒県議会にて審議⇒6月30日ま

でに国の予算審議会で検討⇒交付金の付与（逓減）] 
・ 高校の教育カリキュラムに計画を取り入れたいという意向。20～30％は地域でカリキュラムの

改変が可能（文科省の承認は必要）。 
[収集資料] 

県庁組織体制図、生産に関する県の開発計画（2003-2013） 
 
＜農業開発センターカアサパ県中央事務所へのインタビュー＞ 

面談者：農牧省普及局コーディネーター、農業開発センター（Gustavo 氏）  
・ カアサパ県には8つの支所があり、22名の技術者が常勤（非常勤は35名）。 
・ 技術者の専門性は、組織化、生産、家政（過剰生産物の加工など） 
・ 対象農家は8,000世帯。 
・ 現在取り組まれている主な活動は以下の2つ 

 アクシ（Acxi）；先住民団体に対する生産と医療改善が目的（サン・ファン・ネポムセノ市、

アバイ市） 
 空腹対策；食糧安全保障が目的。NGO と実施。2010年に終了するが、5年の延長が決定。 

・ 県・各市レベルで「種子フェスティバル」を開催（県庁・パラグアイ・ルーラルの支援）。普

及局には趣旨バンク機能がなく、県内にも試験場・研究場はない。 
・ その他、重要な活動のパートナーとしてはウクアボラーナス農協とカピーバル農協（農協とい

うよりも共同組合レベル）。ウクアボラーナス農協とは綿花とゴマの有機栽培や有機養蜂を実

施。カピーバル農協とは果樹の栽培促進などを実施。 
・ 普及サービス上の課題として「農牧省内の人事管理体制」を挙げた。同じ技術者が同じ世帯を

10～20年にわたり担当し、慣れや自己研鑽の低下が顕著。技術者の評価体制を確立していきた

いという意向。 
・ 生産者と直接かかわりを持つのは農業開発センターのみであることから、今後の活動でも重要

な役割を担うことを認識。 
・ 今後、テリトリーの管理も担うことになっているが、今までの活動との差異は特にないと感じ

ている。 
・ 若者の土地離れも深刻であり、また農民自身が持続的に農地での生産ができていないため、更

に土地離れを促進させている。 
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アバイ（アバイ市、タバイ市、モリニゴ市、サン・ファン・ネポムセノ市） WS 及び面談記録 
2010年11月12日（金） 
 
＜WS の概要＞ 
・ 既にテリトリーの課題については議論を通じていたため、活発な議論はみられなかった。 
・ 外部からの資金支援に期待する傾向があったものの、JICA からは技術支援が主であり、人材

の能力強化が主なプロジェクトとなることへの理解を深めることとなった。 
・ 今後、ベースライン調査と関係アクターでの役割分担、各自治体でのプロジェクトチームの立

ち上げの実施を行う旨、合意。 
 
＜農業開発センター支所（地域技術支援事務所）へのインタビュー＞ 
・ サン・ファン・ネポムセノ市、アバイ市等を管轄。アバイテリトリーにはアバイ市、タバイ市、

ブエナビスタ市、モリニゴ市に支所が存在。 
・ 当支所では、技術者5名、農村技師（家政、組織化）が勤務。 
・ 面談者の Mario 氏はスペインの開発協力庁の支援による農村プロジェクトのカアサパ地区の

管理者。同プロジェクトは2007年～2012年の予定で、農業・農村、飲料水、公衆衛生等の複

数のプロジェクトから成る。農業普及局として、農業・農村分野を支援している。 
・ アバイ市には地域開発審議会があり、その下に生産部門の調整委員会があり、公的・民間アク

ターにより構成されている。各市の同様の委員会が設けられている（モリニゴ市にはない）。 
・ GTZ からは当初、カアサパの生産強化を目標とした支援がなされていたが、自治体の強化に

支援の方向性が転換。これを受けて、地域開発審議会と分野別の調整印会が発足した。しかし、

当初は研修どまりであり、2009年から一部で機能し始めているところがある。法人格の取得を

めざすが、まだ試みの段階。アバイ市のみで、条例にて地域開発審議会が規定されている。 
・ 地域開発審議会はまだ意見調整の場にすぎず、計画の策定までは至っていない。 
・ サン・ファン・ネポムセノ市の地域開発審議会では、市を通じて UNDP の資金拠出を受けた

実績がある。 
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農業融資公庫（CAH）面談 
2010年11月15日（月） 
面談者：Manuel Franco 氏（サービス管理者） 

Carlos Acosta 氏（商業知識局長）ほか1名 
 
・ CAH（Crédito Agrícola de Habilitación）では、日本の PG-P 資金（2001～2010年）をもと

に、フォーマル金融システムの強化をしている。PG-P 資金は今年2月で終了したが、資金の

流れは続行している。 
・ 管理事務所が4つあり、各管理事務所が管轄する受付センターが合計で70カ所ある。人口の分

布や融資の必要な作目に合わせてセンターの場所を設定し、平均で3～4市を担当している。そ

のほかに衛星局（Satelital）と呼ばれる常駐のスタッフがいない窓口も置いている。 
・ 受付センターには信用委員会（Comité de Crédito）が設置されており、1,000万 Gs までの融

資を承認できる。それを超えて2,000万 Gs までの融資の承認は、管理事務所が行う。 
・ 金融サービスは、①共同銀行、②個人 PG-P の2種類。①は集団で利用するもので、12～15名

のグループに対して研修を行い、その後融資をする。②は小農より発展の度合いが高い生産者

向け。 
・ 共同銀行は小農の多い地域で利用できるもの。カアサパ県のアバイ地域では、機械化された大

豆栽培の作付けが迫っており、小農支援のニーズが高い。イタプア県ではオエナウ市の近くに

あるピラポに CAH の事務所がある。 
・ CAH が重点を置く社会集団は、パイロット地域では女性や若者。チャコ地域では、先住民。 
 
・ 小農への研修の基本構成は、生産技術、借入金の管理技術、マーケティングの3つ。 
・ 生産技術の研修は、農業普及局（DEAg）との連携が考えられるが、これまでのところ調整は

あまり行われていない。 
・ マーケティングでは民間企業と連携している。企業に研修を依頼するだけでなく、企業が市場

（販売先）となるからである。 
・ 市レベルからの連携の要請があることは認識しているが、市役所からの資金要請は政治的な目

的であることがある。トラクターの購入など、適切とは思えない要請もある。加えて、CAH
はあくまでも金融機関なので、返済できるかどうかが資金を支援するポイントなのである。 

・ 最近では3年連続で干ばつの影響があり、収穫がよくなかった。この場合、緊急対策として利

子の支払いをなくすよう申請することができる。 
 
・ PG-P では大蔵省にまず資金が入る。これを大蔵省が CAH に入れ、CAH から農民に貸し付け

る。農民が返済する利子に大蔵省が日本へ返済する利子が加算されるので、利率が高くなる

（11％）。CAH は PG-P 以外にも大蔵省から資金を得ているが、利率を決めるのは大蔵省であ

る。 
・ 農民レベルへの貸付の利子が高いので返済が厳しくならないよう、農業保険の導入も作目や必

要条件などの検討を始めたところである。しかし、リスクが高いため保険会社が嫌うのが現状

である。小農への融資のリスクは、干ばつなど気候条件、農産物の価格変動、病虫害のほかに、
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政治的問題もある。例えば、多くの作物は夏場に収穫期を迎えるが、その直後の3月に毎年、

負債や利子の軽減を求める農民デモが行われる。 
 
・ 業務の改善として、融資の審査に必要な情報を揃える方法を変えることを検討している。つま

り、事務所の数を減らしてスタッフが巡回をすることである。 
・ 融資の申請書式を変更して、もう少しシンプルにすることも検討している。また、国外からの

仕送りを得ている人もいるため、その金額によって担保の有無を変えることもあり得る。 
 
＜収集資料＞ 
・ CAH パンフレット 
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６－４　R/D（英語、西語）
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